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日建連会員をはじめとする日本の総合建設会社が、設計部門を持つとと

もに、研究開発を行い高度な技術を保有していることは、世界的にみても

日本の建設業にしかない特色となっている。本調査は、「会員各社の研究開

発活動について調査を行い、その結果をわかりやすくまとめることにより、

広く一般の方々に知っていただき、興味をもっていただくことにより、建

設業のイメージアップに繋げること」を目的として、平成 24年度より実施

している。この概要報告は、平成 25年度の結果のまとめである。 

 

Ａ．企業基本情報 

各会員会社の基本情報について回答頂いた。回答を頂いた 44 社のうち、

82％(36 社)が研究開発を行っているという結果を得た。 
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N=44 

 

 

 

研究開発実施の有無 

 

平成 24年度に比べて回答社数は 4社増えているが、純増ではなく、昨年

度は回答して頂いたが今年度は未回答となった企業と、今年度、新たに回

答して頂いた企業の差が 4社である。この結果をもとに、研究開発を行っ

ている会社を対象に、Ｂ以降の考察を行っている。 

  

【項目一覧】 

A-1) 従業員数 

A-2) 売上高 

A-3) 研究開発実施の有無 

 

Ｂ．研究開発体制 

研究開発を行っている会社のうち、「研究開発専門部署」を有する企業が

34社、実験施設を有する企業が 29社、「知的財産管理部署」を有する企業

が 31社、「企画・管理専門部署」を有する企業は 26社であった。 
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研究開発専門部署の有無 
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N=36 

 

 

実験施設を有する研究施設の有無 
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知的財産管理部署の有無 
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N=36 

 

 

企画・管理専門部署の有無 

 

今年度、新たにアンケート項目に加えた「企画・管理専門部署の役割」

では、専門部署を有すると回答した企業全 26社で、技術・社会情報の収集・

提供を行っている。また、研究開発方針の策定や、テーマ選定、予算管理

の役割を担う企業が多いことがわかった。 

  

【項目一覧】 

B-1) 研究開発の企画・管理専門部署の有無 

B-2) 研究者数 

B-3) 実験施設の有無 

B-4) 知的財産管理部署の有無 

B-5) 研究開発の企画・管理専門部署の有無(知的財産部署を除く) 

B-5-a) 企画・管理専門部署の役割 

B-5-b) 表記の役割を実施している人数 

 

Ｃ．研究開発費 

研究開発費については、約 75％の会社が 1 億円以上、約 34％が 10 億

円以上を投じている。また、回答のあった各社の売上高総額に対する研究

開発費総額の比率は 0.58％となっている。研究開発費の前年度比の結果を

見ると、研究開発費が減少した会社が 55％となったが、全体としてみると

増加傾向にある。 
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研究開発費全社実績(社外公表値※) 

※非公開の会社は除く 
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N=31 

 

 

 

研究開発費の前年度比 

 

研究開発費の比率は、基礎研究が 11％、応用研究が 26％、開発 63％であ

り、短期テーマ(2年以内)が 70％、中長期テーマが 30％となっている。ま

た、テーマの建築／土木／共同の割合は、55%／36％／9％となっている。

これらの傾向は平成 24年度調査と大きな変化はない。 
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基礎研究／応用研究／開発の費用の比率 
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短期テーマ(2年以内)／中長期テーマの費用の比率 
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建築／土木／共同の費用の比率 

  

【項目一覧】 

C-1) 研究開発費の全社実績(社外公表値)  

C-2) 研究開発費の売上高比 

C-3) 研究開発費の前年度比 

C-4) 基礎研究／応用研究／開発の比率 

C-5) 短期テーマ(2年以内)と中長期テーマの比率 

C-6) 建築テーマ／土木テーマ／共同テーマの比率 

 

 

Ｄ．研究開発テーマ 

 
特に注力している分野 a)地球環境 

 
特に注力している分野 b) 安全・安心 

 

 
特に注力している分野 c) 品質・生産性向上 

 

 
特に注力している分野 d) 快適・健康 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特に注力している分野 e)その他 

 

各分野において各社が注力していると挙げた項目で、もっとも多かった

分野は「b)安全・安心：地震対策(地上)」で 27社、次いで「a)地球環境：

省エネルギー・CO2削減」で 18社、次いで「c)品質・生産性向上：コンク

リート」で 17社となっている。平成 24年度の結果では、地震対策(地上)

とコンクリートが同数であったが、平成 25年度では地震対策(地上)を注力

分野として挙げている企業数が突出している。 

 

研究開発費では、安全・安心 と品質・生産性向上の 2軸へ投資する企業

が多かったが、注力分野ではそこに地球環境分野が加わった。 
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過去１年間における分野別リリース件数 

 

研究開発を実施している会社の 94％(34 社)が、共同研究・委託研究な

ど大学・企業等との連携を行っているという回答を得た。 

 

N=36 

N=36 

 

 

大学・企業等との連携の有無 

 

【項目一覧】 

D-1) 研究開発テーマの総数 

D-2) 研究開発テーマ数の分野別比率 

D-3)(全体)研究開発費の分野別比率 

D-3)(各社別)研究開発費の分野別比率 

D-4) 特に注力している分野 

D-4-a)地球環境 

D-4-b)安全・安心  

D-4-c) 品質・生産性向上 

D-4-d) 快適・健康 

D-4-e)その他 

D-5) 震災復興に関する研究開発テーマの有無 

D-6) 過去 1年間における分野別リリース件数 

D-7)過去 1年間の主な研究開発実績 

D-7-a)地球環境 

D-7-b)安全・安心  

D-7-c) 品質・生産性向上 

D-7-d) 快適・健康 

D-7-e)その他 

D-8) 大学・企業等との連携の有無(共同研究、委託研究など) 

D-9-a)共同研究 

D-9-b)委託研究  

 

おわりに 

本調査によって、会員各社の研究開発の規模や、その取組み方、注力し

ている分野など、貴重な回答を得ることができ、報告書としてまとめるこ

とができた。この結果を日建連ホームページや新聞発表などを通じて、広

く一般に情報発信していきたいと考えている。 

平成 24年度については、調査の報告書は年度末に素案をとりまとめ、平

成 25年 9月に公表したが、広く世界に情報発信をするため、平成 25年 12

月に英文版を公表した。また、平成 25年度から、第 4章の「まとめ」の章

ごとの要約にグラフを加えた、当「概要報告」を作成した。さらに、本調

査の内容に各種の統計資料等の知見を加えて、建設業の研究開発活動の現

在について、ＡＣｅへの寄稿を行うこととなっている。 

また、今後も、基本的項目の経年変化やその年度ごとの調査項目の追加

など、内容を見直しながら毎年実施するつもりである。情報提供の方法に

ついても修正・改良を加え、より効果的なものとして行ゆきたい。 

 
本件のお問い合わせ先   一般社団法人日本建設業連合会 建築本部  

〒104-0032 東京都中央区八丁堀 2－5－1 東京建設会館 8 階 TEL：03-3551-1118 FAX：03-3555-2463 

○C JAPAN FEDERATION OF CONSTRUCTION CONTRACTORS 2014 本誌掲載内容の無断転載を禁じます 

 

18 

7 

3 

0 

12 

7 

0 

1 

18 

3 

0 

2 

6 

4 

7 

0 

0 5 10 15 20 25 30

a-1省エネルギー・CO2削減（エネルギー管理

（ＢＥＭＳ、スマートグリッド等）含む） 

a-2 新エネルギー（太陽光、風力、バイオマ

ス他） 

a-3 生態系保全（生物多様性等） 

a-4 緑化、ヒートアイランド対策 

a-5 土壌浄化、水質浄化 

a-6 廃棄物処理、再資源化 

a-7 除染技術 

a-8 その他 
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回答 
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b-1 地震対策（地上：耐震、制震、免震） 

b-2 地震対策（地下：杭、基礎、地盤、地

震動） 

b-3 地震対策（非構造部材：天井、カーテ

ンウォールなど） 

b-4 地震対策（その他） 

b-5 津波対策 

b-6 気象災害対策（台風、洪水、雷、土砂

災害等） 

b-7 風対策 

b-8 火災対策 

b-9 セキュリティ 

b-10 ＢＣＰ、リスク評価 

b-11 構造解析 

b-12 その他 

平成24年度 平成25年度 

回答 
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c-1 コンクリート 

c-2 仕上げ材料 

c-3 その他材料 

c-4 地上構工法 

c-5 地下構工法 

c-6 施工管理（ＩＴ化施工等） 

c-7 ロボット、自動化施工 

c-8 地盤、岩盤、基礎 

c-9 維持保全 

c-10 その他 
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d-1 音、振動環境 

d-2 温度、湿度、光環境 

d-3 空気環境 

d-4 電磁波、放射線 

d-5 その他 
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e-1 設計計画論（建物内、都市計画等） 

e-2 ＢＩＭ関連技術 

e-3 エンジニアリング技術（生産施設、医療

施設、研究施設等の関連技術） 

e-4 その他 
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